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要旨： 
エネルギー消費や CO2 排出を削減する手段として，電気自動車（EV）や燃

料電池車（FCV）等の次世代自動車の開発・普及が求められている．このため，

自動車メーカーの技術開発の取り組みとともに，政府による技術開発投資，普

及のための補助事業が行われている．こうした公的投資は，学習効果や量産効

果によるコスト低減が見込まれる技術において，普及の呼び水として正当化さ

れている．EV や FCV はそうした性質を有する技術と考えられており，将来的

には公的投資がなくとも市場競争力を持つようになると期待されている． 
しかし，競争力を持ちうるか否かは将来のコスト低減の程度に依存する．コ

ストが，いつ，どれほど低減するかは技術進歩に依存するため不確実性が高い．

従来の技術普及推計では，多くの場合，期待値あるいはシナリオとして特定の

コスト低減過程を想定し，その下での市場性を検討していた．一方，次世代技

術の市場競争力は，コスト低減効果のわずかな違いが大きく影響し，こうした

想定の相違により予想される普及率は大きく異なる可能性がある．すなわち，

技術開発・普及に対する公共投資の効果には不確実性があり，投資判断におい

ては，こうした不確実性を考慮することが必要と考えられる． 
本研究では次世代自動車の普及政策の効果とリスクを経済的に評価する新た

な方法論の構築を試みる．具体的には，次世代自動車として，電気自動車と水

素燃料電池自動車を想定し，それらの普及目標を達成する場合の CO2 排出削減

価値と，目標達成のための補助金額の差を純便益と定義し，その期待値を政策

効果として推計する．一方，次世代自動車価格を確率変数として取り扱うこと

で，純便益の確率分布を求める．これにより，純便益の Conditional Value at 
Risk をリスクとして定義し，普及目標に対する効果とリスクを分析する．その

結果に基づき，将来コストが不確実な状況下における普及目標設定のリスクを

考察するとともに，感度分析により不確実性が減少することの効果を分析する． 
その結果，FCV のコストは高く，かつコスト見通しのばらつきも大きいため，

大規模普及目標はリスクが高いこと，EV は FCV と比較して相対的に安価とな

る可能性が高いことを示した．このため，2030 年に新車販売に占める EV のシェ

アを 20-30%，FCV のシェアを 3%とする，現在の政府の目標は，方向としては

妥当であると考えられる．また，現状の技術見通しの下では，削減目標が高ま

るほど，コストもリスクも高まる傾向が示された．このことから，見通しの確

実性を高めるためにも，現時点では，補助金等の経済的普及策よりは，性能向

上，コスト削減の技術開発政策に注力すべきとも考えらえる．また，当然のこ

とながら，コスト見通しの精度向上は，政策コストの増大リスク，目標未達リ

スクの低減に貢献するといえる． 
ただし本研究はごく一部の文献のコスト情報に基づいており，また，コスト

のばらつきについてはパラメータの分散情報に基づき設定している．次世代車



 

のコスト見通しについては，業種やメーカー毎のポジションが反映されやすい

ので，政策的には幅広に情報収集してコスト見通しの不確実性を評価する必要

がある．また，普及率，削減コスト，及び純便益は次世代車の技術コストだけ

では無く，技術種別毎のエネルギーコスト，CO2 削減価値，走行距離，販売台

数などの影響も受けるが，それらの将来見通しも確定的では無く不確実である．

本研究の提案手法は，それらの不確実性を考慮した評価にも拡張可能である． 
 
 
キーワード：次世代自動車技術，生産費用曲線，普及政策評価，不確実性評価 
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次世代自動車エネルギー技術の不確実性と普及目標の達成リスクに関する研究 
紀伊 雅敦／三好 博昭 

 

１．はじめに 
気候変動問題やエネルギー問題等への対応策として，自動車の動力源の脱炭

素化が検討されている．例えば日本では，2030 年の新車販売における電気自動

車（EV）の比率を 20~30%，水素燃料電池車（FCV）を 3%とすることを目指

している．これらの次世代自動車エネルギー技術は，エネルギー効率の高さか

ら，化石燃料を用いた内燃自動車（ICEV）と代替することで大幅な CO2 削減

効果があると期待されている．しかしながら，これらの次世代技術が内燃機関

と代替するには，克服すべき様々な技術的課題があり，その一つとして技術コ

ストがあげられる．例えば，電気自動車の車両価格は同等クラスの内燃自動車

の 2 倍，燃料電池自動車は 10 倍程度と考えられている（Ito and Managi, 2015）．
エネルギー効率の高さから燃料費は節約できるものの，車両コストの高さを相

殺できるほどではなく，経済性の低さが普及を妨げる主要因の一つとなってい

る． 
普及を促すため，これら次世代車には車両購入補助金が支払われているが，

次世代車の普及を純粋な温室効果ガスの削減政策としてみると，極めて効率が

悪いものと評価される．例えば，ガソリン車と比較可能な電気自動車として三

菱自動車のミニキャブを見ると，車両価格 210 万円，電力価格を 20 円/kWh と

すると電費は 2.5 円/km，日本の 2015 年の電源構成を反映すると，CO2 排出原

単位は 68gCO2/km である．年間走行距離が 1 万キロで 15 年使用すると仮定す

ると，車両費と燃料費を合わせた使用期間を通じた総コストは248万円である．

同車種のガソリン内燃車の排出原単位は 120 gCO2/km であり，車両価格は 120
万円，ガソリン価格を 12 円/L とすると，総燃料費は 93 万円であるから，CO2
削減量当たりの総費用の差は約 45000 円/tonCO2 である．これは EU-ETS の価

格$20/tonCO2 と比較すると非常に高いコストである． 
これに対し，習熟効果や量産効果による将来の車両価格低下を評価する研究

も見られるが，多くの場合，各種想定の下での特定の価格を与えるシナリオ分

析である．一部の研究では構成要素の不確実性を考慮し量産時の将来価格の確

率分布を求めている．そうした不確実性の情報があれば，普及政策の経済的リ

スクの評価に活用できると考えられる．しかし，これまで，次世代自動車技術

にかかわるコスト見通しの不確実性が普及政策に及ぼす影響をリスクの観点か

ら評価した研究はみられない． 
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本研究では次世代自動車の普及政策の効果とリスクを経済的に評価する新た

な方法論の構築を試みる．具体的には，次世代自動車として，電気自動車と水

素燃料電池自動車を想定し，それらの普及目標を達成する場合の CO2 排出削減

価値と，目標達成のための補助金額の差を純便益と定義し，その期待値を政策

効果として推計する．一方，次世代自動車価格を確率変数として取り扱うこと

で，純便益の確率分布を求める．これにより，純便益の CVaR（Conditional Value 
at Risk）(Rockafellar and Uryasev, 2000)をリスクとして定義し，普及目標に

対する効果とリスクを分析する．その結果に基づき，将来コストが不確実な状

況下における普及目標設定のリスクを考察するとともに，感度分析により不確

実性が減少することの効果を分析する．以上により，基幹技術のコスト見通し

を考慮した次世代自動車の普及政策に資することを目的とする． 

２．既往研究 
次世代自動車は環境改善，エネルギー消費削減の観点から普及が期待されて

いるが(European commission, 2017; Brady and O’Mahony, 2011; USDOE, 
2016)，未だ普及段階ではない（Steinhilber et al., 2013）．普及を妨げる要因

として，Rezvani et al. (2015)は消費者行動の観点から既往研究を整理し，

attitudinal factors on policies や pro-environmental behaviors, innovation 
adaptation, symbolic, and emotional behaviors が影響していることを論じて

いる．Wan et al. (2015)は，中国では大気汚染緩和を目的として EV に対する多

額の補助金が出されているにもかかわらず，ほとんど普及していない理由とし

て，地方政府による保護主義政策，EV 技術の不確実性と消費者選好，充電設備

への投資の不足，自動車メーカーとバッテリーメーカーの控えめな投資を挙げ

ている．Larson ら(2014)はカナダの Monitoba で EV 車両への支払い意思額を

調査し，従来車とほぼ変わらないことを明らかにした．これは，将来の燃料コ

スト削減情報を提供しても，平均的には EV への支払いプレミアムは無いこと

を意味している．一方で，3 割程度の回答者は$5000 程度のプレミアムがあると

も回答している． 
このように，次世代車に対する消費者の選好を分析した研究は数多くあるが，

普及を妨げる主要な要因の一つは従来車との価格差であり，価格差がある限り

普及促進には補助金等の促進策が必要で有り，その社会的コストの評価が必要

となる．多くの研究では，想定される EV のコストの下では社会的便益は負で

あり，環境政策としての次世代自動車の普及は費用対効果が低いとされている

（Hahn, 1995; Kazimi, 1997; Massiani, 2015)．Ito and Managi (2015)は，技

術コストの習熟効果を考慮し，累積販売台数に対する技術コストの低下を考慮

した次世代車両の費用対効果分析を行っている．その結果，FCV は 2110 年ま

では経済的便益をもたらさないと推計される一方，ガソリン価格と炭素価格が
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上昇するならば EV は 2060 年頃には便益をもたらすと推計している．なお，学

習曲線の設定に当たっては 3 種類の Progress ratio を既往研究に基づき設定し

ている． 
一方，積み上げ型のコスト推計の研究では，生産台数が多くなるほど 1 台当

たりの固定費用が低下するため，コストが下がる効果を考慮している（Nelson et 
al., 2011; James and Spisak, 2012)．これらの研究では要素技術価格や資源価

格等の不確実性に基づき，バッテリー価格および FC スタック価格の分散も評価

しているが，それらが普及に与える影響までは考慮していない． 
前提条件の不確実性が普及に与えるについては，Massiani (2015)および Ito 

and Managi (2015)でも考慮されている．ただし，Massiani(2015)では車両価格，

電力価格，バッテリー価格，燃料価格，年間走行距離，電気自動車の性能が参

照値から最大で 25%変動するとの想定の下で EV の普及台数の Monte Carlo シ

ミュレーションを行っている．また，Ito and Managi (2015)は 3 種類の Progress 
ratio を任意に設定し，その設定に基づく感度分析を行っている．これらの不確

実性評価は，特定のシナリオの下での将来推計の幅を示す上で意義があるが，

技術政策判断にその情報を活用する上では，リスク指標の活用など，更なる検

討が必要と考えられる． 

３．分析方法 
本研究では，普及目標の達成による CO2 削減便益と，目標達成に必要とされ

る補助金の差を純便益と定義し，その確率分布に基づき，普及政策効果の期待

値とリスクを評価する．その際，Nelson et al. (2011)の研究と同様に，次世代

車両技術のコストは生産台数が多いほど低下するモデルを想定するが，そのモ

デルパラメータは，EV については Nelson et al. (2011)，FCV については James 
and Spisak (2012)の研究におけるコスト推計値に基づき推計し，得られる期待

値と分散情報から確率変数として設定する．一方，消費者は，従来型の内燃自

動車と電気自動車，水素燃料電池自動車の 3 種類から，保有期間を通じた総コ

ストに基づき購入車両を選択すると仮定する．ただし，分析者からは観測不能

な誤差項が存在するものとして，選択行動はロジットモデルで表現する．この

時，補助金は総コストを低下させることになるが，同時に普及が進むと生産量

が増加するため．車両コストは低下することとなる．ここでは，補助金投入に

よる普及，生産増加とコスト低下の相互作用プロセスは評価とせず，これらが

バランスする均衡状態のみを評価する．この，技術選択モデルとコストモデル

を需給システムとみなし，コストモデルのパラメータを確率変数と設定するこ

とで，モンテカルロ法により目標達成に必要な補助金額の分布を算定する．以

下では，コストモデルとパラメータの推計結果，選択行動モデル，需給システ

ムを説明する． 
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3.1 技術コストモデル  
Nelson et al. (2011)はバッテリーコストを年間生産量の関数として次式で近

似している． 
 βαη X'=  (1) 

 
ここで，は容量当たりのバッテリーコスト（$/kWh），X は年間生産台数，

’，はパラメータである．この式の対数を取ると線形式となる． 
 ( ) ( )Xloglog βαη +=  (2)  

ただし，=log(’)である．ここでは，EV，FCV 共に，式(2)をコストモデル

として用いる．ただし，FCV については，燃料電池システムのコストは出力当

たり価格($/kW)である．本研究では，EV，FCV それぞれについて，Nelson et al. 
(2011)，James and Spisak (2012)の論文中に示された推計結果に基づき，式(2)
を用いて回帰分析を行った．モデルパラメータの推計結果を表 1 に示す． 

 
表 1 コストモデルの推計結果 

  バッテリー   
FC システ

ム   
  係数 標準誤差 係数 標準誤差 

 2.663 2.278×10-2 2.511 3.897×10-2 
 -6.573×10-2 4.392×10-3 -1.432×10-1 7.997×10-3 
重決定 R2 0.99 

 
0.99 

 観測数 4   5   
 
図 1 は生産台数に対するバッテリー，燃料電池のコスト推計結果を示してい

る．ただし，文献のデータとパラメータの期待値を用いた結果に加え，パラメー

タの 95％信頼区間の上下限を用いた推計結果も示している．ここでは，文献に

示されたデータを用いているため観測数が少ないため，パラメータの分布には

t-分布が用いられている．推計されたパラメータの標準誤差は小さいものの，モ

デルの自由度が小さいため，信頼区間が広く評価され，結果としてコストの推

計幅が広く算定されている． 

 
図 1 生産台数に対するコスト推計（左：バッテリー，右：燃料電池） 
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3.2 技術選択モデル 
本研究では，消費者は使用期間を通じた総費用の割引現在価値に基づき車両

技術を選択すると仮定する．技術kの総費用の割引現在価値は次式で表される． 

 ( ) ( )
( )∑

= +

⋅⋅
+=

T

t
t

kk
fkkkk

r

LeC
CC

0
0 1
ηη  (3)  

ここで，C0k(k)は kの要素技術コストがkの時の車両価格，Tは使用期間（年），

Cfk はエネルギーコスト（$/MJ），ek は走行距離当たりのエネルギー消費率

（MJ/km），L は年間走行距離（km），r は割引率である．ただし，エネルギー

コスト，エネルギー消費率，年間走行距離は年によって変わらないと仮定して

おり，添え字の t は省略している．ここで対象とする車両技術はガソリン内燃自

動車（ICEV），電気自動車（EV），水素燃料電池自動車（FCV）の 3 種類と

する．各車種の設定値を表 2 に示す．ただし，車両価格について，EV はバッテ

リー搭載量を 24kWh，FCV は燃料電池出力を 90kW と設定しており，はマー

クアップ率であり，OEM コストに企業の付加価値を加えた係数を表している．

また，燃料価格の表中の括弧内は，換算値としてガソリン価格，電力価格，水

素価格をそれぞれの単位で示している． 
 
表 2 車種別の設定値 

 ICEV EV FCV 
車両価格：C0 $19,400 $17,600+24× 

EV× 
$19,400+90× 
FCV× 

燃料価格($/MJ)：Cf 0.0357 
(¥120/L) 

0.0566 
(\20/kWh) 

0.0832 
(\1000/kg) 

エネルギー消費率

(MJ/km)：e 
2.197 0.468 0.949 

 
この総費用に基づき技術 k の選択確率は次式で与えられる． 
 

 ( ) ( )( )( )
( )( )( )∑

Ω∈

−⋅
−⋅

=

'

'''exp
expPr

k

kkk

kkk

SC
SCk

ηθ
ηθη  (4) 

ただし，はロジットモデルの分散パラメータであり，ここでは日本のハイブ

リッド車の選択確率に基づき=-7.5×10-4と設定した．設定に際しては従来車と

ハイブリッド車の 2 車種に基づいているが，ロジットモデルが前提とするガン

ベル分布の分散パラメータは 3 車種選択においても等しいと仮定し，同じ値を

用いている．また，Skは技術 k の導入補助金額，は車両技術の集合であり， 
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 ={ICEV, EV, FCV}である．年間販売台数を N とすると，技術 k の販売台数

Xk は技術コストベクトルの関数として以下のように表される． 

 ( ) ( )ηη kNX k Pr⋅=  (5) 

 

3.3 需給システム 
上述のように，技術コストは生産台数の関数であり，一方，販売台数は技術

コストの関数である．生産台数と販売台数が一致するとすれば，式(1)と式(5)の
連立方程式を解くことにより技術コストと生産台数を求められる． 
式(5)を式(1)に代入して整理すると次式を得られる． 

 ( ) ( )( )βαη ηη kNf kk Pr'−=  for ∀k (6)  

全ての k について fk=0 を満たすが需給システムの解である．ここで，ヤコ

ビ行列は次式で表せる． 

 
( )( ) ( ) ( )( ) ( )

( )( ) ( ) ( ) ( )









≠
∂
∂

−

=
∂
∂

−−
=

∂
∂

−

−

'                'PrPrPr

'        Pr1PrPr1

'
'1

1

'

kk
C

kkNkN

kk
C

kkNkN
f

k
k

k
k

k

k

θ
η

αβ

θ
η

αβ

η β

β

ηηη

ηηη
 (7)  

<0 であるから，全ての成分が正であり，対角成分のみ 1 が加えられている

ことから，特殊な場合を除き正則であると期待される．このため，この需給シ

ステムには解が存在すると期待される． 
 

3.4 普及政策と便益 
本研究では目標普及台数 XkGを外生的に与えて，それを達成するよう補助金

Sk を決定する．ただし，計算を簡略化するため，技術コストは目標普及台数の

場合に固定し，次の手順で目標普及台数を達成する補助金ベクトル S={SEV, 
SFCV}を求める． 
1) 初期値として目標台数を与え，その下で式(1)を用いて技術コストを求める．

また，補助金ベクトルの初期値は ICEV の総コスト CICEVと各車種の総コス

トが等しくなるよう与える． 
2) 技術コストを固定して，目標普及台数と一致するよう補助金ベクトルを更

新する． 
3) 補助金ベクトルの更新量がゼロならば，均衡点に到達したものとして終了

する．更新量がゼロでないならば，2）に戻る． 
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次に，次世代車両の導入による CO2 削減価値を便益とし，普及に必要とされ

る補助金を費用として，便益から費用を引いたものを純便益と定義する．ただ

し，ここでは特定の年に販売された車両が使用期間を通じて削減する CO2 の現

在価値を便益とし，またその販売促進のための補助金をコストとする．もし販

売台数と技術水準が変わらなければ，将来にわたり同様の便益が発生するため，

その割引現在価値が政策を将来にわたり継続する場合の総便益となる．CO2 の

削減便益は次式で表される． 
 

 ( )
( ){ }

∑ ∑
= = +

⋅−⋅⋅
=

FCVEVk

T

t
t

k
kICEV

CO

r
XLp

B
, 0

2

1
γγ  (8)  

pCO2 は CO2 の削減価値（$/tonCO2），k は技術 k の排出係数（tonCO2/km）

である．CO2 は使用期間に渡って削減されるため，その便益は現在価値に割り

引かれて評価される．一方，補助金は販売時点で発生するため，割り引かれな

い．このため，純便益は次式となる． 

 
{ }
∑

=

−=
FCVEVk

kSBNB
,

 (9)  

これらの指標に加えて，CO2 削減単位当たりの補助金額を削減コスト

CA($/tonCO2)と見なし評価する． 

 ( )
( ){ } { }

∑∑ ∑
== = +

⋅−⋅
=

FCVEVk

k

FCVEVk

T

t
t

k
kICEV

A S
r

XL
C

,, 0 1
γγ  (10)  

 

3.5 リスク評価 
本研究では，3.1 節で求めたパラメータの分散情報に基づくモンテカルロ法に

より不確実性を表す．具体的には，式(1)の技術コストモデルの各パラメータを

t 分布に従い発生させ，各パラメータベクトルの下で 3.4 のアルゴリズムにより

評価指標を求める．ここでは，104個のパラメータベクトルをシナリオとして用

意する．純便益の CVaR は下位 5%以下のシナリオの式(9)で求めた NB の平均

値として評価する． 

 ∑
Ω∈

=
LBi

iNB NB
T

CVaR
05.0
1  (11)  

 LB={i | NBi<NB0.05}  
 where NB0.05 is net benefit of lower 5% among scenarios 
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4．結果 
前節で示したモデルを用い，EV，FCV の目標普及台数をそれぞれ 0％～40％

まで変化させたときの純便益の期待値と 5％水準の CVaR を求めた．ただし，

CO2 削減価値は$20/tonCO に設定した．その結果を図 2 に示す． 
 

 
図 2 純便益の期待値と CVaR（t-分布シナリオ） 
 
図 2 は，FCV の普及目標ごとにマーカーを設定しており，EV，FCV の普及

目標が高いほど，純便益，CVaR 共に減少する結果となっている．また，いず

れの目標値においても純便益，CVaR 共にマイナスである．すなわち，本研究

の設定では，次世代車のコストは高く，それらを普及させるためには補助金が

必要で有り，それは$20/tonCO2 を仮定すると，CO2 削減価値を上回る補助金

額が必要であること，および，目標値が高いほどその差額が大きくなることを

示している．また，FCV の普及目標が高いほど，純便益に対する CVaR の傾き

が緩やかになっているが，これは複数技術への分散投資によるリスクの低減効

果を表している．すなわち，技術コスト見通しの分散が大きく，技術の間にコ

スト変動の相関がないならば，リスクを緩和しうることを示している．図 3 は

同じ分散で正規分布に従いパラメータシナリオを生成した場合の純便益と

CVaR の関係を示している．正規分布を仮定する場合，コストモデルの推計に

おいて十分なサンプルが得られていることを意味している．この場合，FCV の

普及目標が変化しても純便益に対する CVaR の傾きはあまり変わらない．すな

わち，将来コスト推計における分散が十分小さければ，分散投資によるリスク

軽減効果は大きくないことを示唆している．また，t-分布シナリオと比較して，
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正規分布シナリオでは CVaR が改善しており，コスト見通しのばらつきが減少

することは，当然のことながらリスクを低下させることになる． 
 

 
図 3 純便益の期待値と CVaR（正規分布シナリオ） 
 
図4は各普及目標におけるCO2削減量と単位CO2削減コストを示している．

ここで，FCV の普及目標が 0%の場合は，CO2 削減量の増加に対して単位削減

費用は一様に増加しているが，FCV の普及目標が 1％以上の場合は，CO2 削減

量に対して削減費用は最小値を持つ形状となっている．その理由として，EV と

FCV のコスト差が考えられる．EV のコストは ICEV よりは高いものの，FCV
と比べて大幅に低い．このため，低い普及水準は比較的少額の補助金でも達成

しうるが，普及率を高めようとすると目標値に応じてより多くの補助金が必要

となることを示している．一方，FCV のコストは高いため，低い普及水準でも

CO2 削減量当たりで見ると高い補助金が必要となる．例えば，FCV の普及目標

が 1%の場合，EV の普及目標が 0％ならば，$1500/tonCO2 を超えている．一

方，同じ FCV の普及目標でも EV が増えると，相対的に安価に CO2 を削減で

きることになるため，単位削減費用は一旦減少するが，EV の目標普及率が高ま

ると，必要な補助金額が逓増するため，単位削減費用は増加することとなる．

なお，当然のことながら，普及に補助金が必要な状況下では，EV，FCV の目標

普及率が高いほど，CO2 削減量も大きくなる． 
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図 4 各普及目標における CO2 削減量と CO2 削減コスト 
 
単位削減費用についても，t-分布シナリオと正規分布シナリオの下での期待値

と CVaR の関係を図 5 に示す．なお，t-分布シナリオ，正規分布シナリオのい

ずれの場合も，削減量に対する削減費用の期待値は図 4 と同様である． 
 
 

   
図 5 単位削減費用の期待値と CVaR（左：t-分布シナリオ，右：正規分布シ

ナリオ） 
 
図 4 と比較してみると，FCV の普及目標が 1%以上のケースでは，EV の普及

目標が小さいほど削減費用の期待値も CVaR も高いことが分かる．一方，EV の

普及目標が高ければ，CVaR は低下し，削減費用の期待値と概ね線形の関係が
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見られる．これは，FCV のコスト見通しのばらつきが大きいことに対して，EV
の普及が増えると，平均コストの分散が減少することを反映している．また，

正規分布シナリオでは，t-分布シナリオと比較して，CVaR は大きく減少してい

ることが分かる． 
 

5．考察と結論 
本稿では，EV と FCV の量産効果モデルを既往研究のコスト推計結果に基づ

き推計し，そのモデルパラメータの分散情報にもとづき不確実性を評価した．

その結果，FCV のコストは高く，かつコスト見通しのばらつきも大きいため，

大規模普及目標はリスクが高いこと，および，EV は FCV と比較して相対的に

安価となる可能性が高いことを示した．この結果から，2030 年に新車販売に占

める EV のシェアを 20-30%，FCV のシェアを 3%とする，現在の政府の目標

(METI, 2016)は，方向としては妥当なことを示唆していると解釈できる． 
また，現状の技術見通しの下では，削減目標が高まるほど，コストもリスク

も高まる傾向が示された．このことから，現時点では，補助金等の経済的普及

策よりは，将来の費用の見通しの確実性を高めるためにも，性能向上，コスト

削減の技術開発政策に注力すべきとも考えらえる．また，当然のことながら，

コスト見通しの精度向上は，政策コストの増大リスク，目標未達リスクの低減

に貢献するといえる． 
ただし本研究はごく一部の文献のコスト情報に基づいており，また，コスト

のばらつきについてはパラメータの分散情報に基づき設定している．次世代車

のコスト見通しについては，業種やメーカー毎のポジションが反映されやすい

ので，政策的には幅広に情報収集してコスト見通しの不確実性を評価すること

が必要と考えられる．また，普及率，削減コスト，及び純便益は次世代車の技

術コストだけでは無く，技術種別毎のエネルギーコスト，CO2 削減価値，走行

距離，販売台数などの影響も受けるが，それらの将来見通しも確定的では無く

不確実である．本研究の提案手法は，それらの不確実性を考慮した評価にも拡

張可能である． 
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